（様式１－２）
　令和　年（　年）　　月　　日
尼崎市長　あて
[bookmark: _Hlk233730795]（申請者）　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　


特定乳児等通園支援事業者確認申請書


尼崎市乳児等通園支援事業認可等要綱第４条第１項及び第２項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。


１　事業所の名称

　（　　　　　　　　　　　　　　　　）乳児等通園支援事業所

２　事業所の所在地


[bookmark: _Hlk229406814]３　利用定員　　　　　　　　　名
              　　０歳児　　　名
１歳児　　　名
２歳児　　　名

[bookmark: _Hlk229407013]４　事業開始の予定年月日


[bookmark: _Hlk229407525]５　乳児等通園支援給付の請求に関する事項について
子ども・子育て支援法第３０条の２０第５項の規定に基づき、上記の事業所に係る乳児等支援給付費について、乳児等支援給付認定保護者に代わり、代理受領をしたい旨、併せて申請します。

６　その他の事項について
[bookmark: _Hlk229407141]確認の申請時に提出すべき書類のうち利用定員以外の項目については、乳児等通園支援事業認可申請書に係る関係書類と同じです。

[bookmark: _Hlk229149890]１　申請者概要

	申請者名称
	

	主たる事務所所在地
	

	代表者職名及び氏名
	




２ 事業所関係
（１）事業所の設備及び面積等
	事業区分等
	□ 一般型（□　既存施設と一体的に運営する）
	□ 余裕活用型

	余裕活用型の場合
	□ 認可保育所　　　　□ 幼保連携型認定こども園
□ 小規模保育事業所　□ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園

	上記施設・事業所名称
	

	
	

	室　　名
	室　数
	面　積（㎡）
	階　数
	備　考

	乳　児　室
	
	
	
	

	ほ ふ く 室
	
	
	
	

	保　育　室
	
	
	
	

	遊　戯　室
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合 計 面 積
	
	
	
	



	[bookmark: _Hlk229151856]便　　所
	□既存施設と共用
幼児用（大　　小　　）
職員用（大　　小　　）


※　乳児等通園支援に供する居室については、求積平面図及び上記表においても有効面積にて記載すること。
※　一体的に運営する施設・事業所がある場合で、共用するものがある場合は、備考欄に共用と記載すること。
※　２階以上に乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室、便所等を設ける場合には、尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等を定める条例に規定する基準を満たすことを明らかにした書類を添付すること。

（２）建物等の詳細
　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	[bookmark: _Hlk229152951]建物構造
	□ 耐火建築物　　　　　□ 準耐火建築物　　□ その他（　　　　　　　　　　）
□ 鉄筋コンクリート　　□ 鉄骨造　　　　　□ れん瓦造
□ 木造　　　　　　　　□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

	建物の建築年月
	　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	建築確認日
	年　　　　月　　　　日

	耐震診断
	□ 実施済（実施年月日　　　　年　　月　　日）　　　　□ 未実施
（　□ 耐震基準を満たしている　　　　　□ 耐震基準を満たしていない）

	耐震化工事
	□ 実施済（実施年月日　　　　年　　月　　日）　　　　□ 未実施


	土地の権利関係
	□ 賃貸　（相手方氏名：　　　　　　　　　　　　　）
　　　 　（月額賃料　　　　　　　　　　　円（うち管理費　　　　円））
□ 自己所有

	建物の権利関係
	□ 賃貸　（相手方氏名：　　　　　　　　　　　　　）
　　　 　（月額賃料　　　　　　　　　　　円（うち管理費　　　　円））
□ 自己所有

	階
	□ 保育室等が２階
	□ 保育室等が３階

	転落防止設備
	□ 窓柵　　　　□ テラス手すり
□ 階段手すり　□ その他(　　　　　　)
	□ 窓柵　　　　□ テラス手すり
□ 階段手すり　□ その他（　　　　　　）

	常用
	□ 屋内階段
□ 屋外階段
	□ 屋内階段
□ 屋外階段

	避難用
	□ 屋内階段
□ 待避上有効なバルコニー
□ 準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
□ 屋外階段
	□ 屋内階段
□ 耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
□ 屋外階段




※　保育室が４階以上の場合は別途対応有り。
※　転落防止設備においてチェックを入れたものについては、設備の写真を提出すること。

（３）食事等を提供するなどの場合の設備
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	調理設備
	□ 有　　　　　　　　□ 無
□ ガスコンロ等　　　□ 冷凍庫　　　　　　□ 電子レンジ
□ 手洗い　　　　　　□ 冷蔵庫　　　　　　□ オーブン
□ シンク　　　　　　□ 食器消毒保管庫　　□ その他（　　　　　　　　）
□ 調理台　　　　　　□ 食器棚　　　　　　□ 食器洗浄機

	調理設備部分の
防火区画
	　　□ 耐火構造の床又は耐火構造の壁　　　　 　□ 特定防火設備

	調理設備部分の
防火設備
	□ ダンパー　　　　  □ スプリンクラー　  □ 自動消火装置

	不燃材仕上げ
	□ 事業所の壁　　 　 □ 事業所の天井の室内に面する部分


※　食事等の提供を行う場合等は有とし、上記すべてを記載すること。

（４）非常災害・緊急時等に関する設備
　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	消火設備の設置
	□ 有（　□ 消火器　　□ その他：　　　　　　　　　）　□ 無

	玄関以外の非常口
	　□ 有　　
□ 無　　無の場合の避難器具　⇒　□ 有（　　　　　　　）□ 無

	避難器具の設置
	□ 有（　　　　　　　　　　　　）　　□ 無

	警報・通報設備
	□ 火災報知機等非常警報器具又は設備（　　　　　　　　　　　　　）　
□ 消防機関へ火災を通報する設備（　　　　　　　　　　　　　　　）

	防炎処理
	□ カーテン   ( □ 防炎物品 ) 　
□ 敷物       ( □ 防炎物品 )
□ 建具等　   ( □ 防炎物品   □ 防炎スプレー )

	消防計画
	□ 有 　（　□届出済み　　　□未届　）   　　　　　　□ 無

	防火管理者氏名
	

	避難・救出等訓練
	通報訓練
	　　　　回/年　　（年２回以上）

	
	避難・救出訓練
	　　　　回/年　　（少なくとも月１回）

	
	消火訓練
	　　　　回/年　　（少なくとも月１回）


（５）乳児等通園支援に必要な用具等
① 支援の提供に必要な用具等
　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	備える用具
	数　量
	備　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　別途、納品リスト等を添付し、別紙参照と記載することも可。
※　一体的に運営する施設・事業所がある場合で、共用するものがある場合は、備考欄に共用と記載すること。

② 非常災害時等に必要な用具等
　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	備える用具
	数　量
	備　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　非常災害時等（緊急時対応、防火・防災対応を含む。）に備える用具についても記載すること。



３　運営関係
（１）利用定員
	０歳児
	　　　　　　　　　　　　　　　名

	１歳児
	　　　　　　　　　　　　　　　名

	２歳児
	　　　　　　　　　　　　　　　名

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　名



（２）提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日
	曜　日
	時　間
	時間ごとの利用定員

	
	
	０歳児
	１歳児
	２歳児

	月曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	火曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	水曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	木曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	金曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	土曜日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	日曜日
祝　日
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	
	：　　　　から　　　　：　　　まで
	　名
	　名
	　名

	提供を行わない日
	





４　職員関係
　（１）職員一覧
	職名
	氏名
	生年月日
	資格名・
取得年月日
	勤務形態
	雇用
年月日
	障害児
	医ケア児
	備　考

	管理者
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	

	
	
	
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	
	専従・兼任
	
	
	
	


※　１　職名欄は、保育士、乳児等通園支援従事者の例により記入すること。
２　それぞれ次の書類を添付すること。
・履歴書、資格を証する書類の写し
・管理者については、上記に加え、児童福祉事業等に関する実務経験年月を証明する勤務証明書
・乳児等通園支援従事者について、市長等が行う研修を修了した者は、研修修了証の写し
３　資格名・取得年月日欄は、「保育士　R●年●月●日（保育士証の登録年月日）」「●●研修　R●年●月　●日（研修修了証に記載の年月日）」の例により記入すること。
４　非常勤の場合は備考欄に１日の勤務時間及び１ヶ月の勤務日数を記すこと。
（例：６時間/日、１０日/月）
５　他の保育所等（保育所、認定こども園、幼稚園、家庭的保育事業等）と兼任する職員は、備考欄にその施設等名称を記載の上、勤務証明書を添付すること。
６　障害児を受け入れる場合には、障害の特性に応じた対応が可能な職員を配置し、「障害児」欄に「○」を記入すること。
７　医療的ケア児を受け入れる場合には、看護師等（看護師、准看護師、保健師又は助産師）や喀痰吸引等研修課程を修了した認定特定行為従事者を配置すること。また、資格名・取得年月日欄は、資格及び研修修了年月日(認定特定行為従事者の場合は登録証に記載の登録年月日)を併記し、「医ケア児」欄に「○」を記入すること。


（２）職員の配置等状況
	職　種
	保育士
	乳児等通園支援従事者

	
	専　従
	兼　任
	専　従
	兼　任

	配  置
職員数
	常　勤
	人
	人
	人
	人

	
	非常勤
	人
	人
	人
	人

	基準上の必要人数
	人
	人



[bookmark: _Hlk229154663]（３）救命救急講習受講者の配置
	職名
	救命救急講習受講者の氏名
	直近の受講修了年月日
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　事業開始年月日時点で、講習を受けた日から２年を経過しない者を記載すること。
※　他の保育所等（保育所、認定こども園、幼稚園、家庭的保育事業等）と一体的に運営する場合であって、受講者がその施設等の職員である場合は、備考欄にその施設等名称を記載の上、勤務証明書及び受講修了証を添付すること。

（４）職員の資質向上に関する事項（研修等関係）
	研修計画に
記載の分野
	□ 必要な知識及び技能の質向上
□ 非常災害時及び緊急時における対応等
□ 子どもの安全
□ 虐待防止等
□ 感染症・まん延防止
□ 秘密保持・個人情報の取扱い
□ 事故発生・再発防止及び事故防止
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	外部機関の実施
研修の受講予定
	□ 有　　　　　　　　□ 無

	研修受講者から
他の職員への周知
	□ 有　　　　　　　　□ 無

	（乳児等通園支援従事者の計画的な育成に努めるための具体的方策(計画の見直し等)）


	（研修の機会の確保について）




５　乳児等通園支援の内容関係
（１）乳幼児の支援に関する計画
	障害児保育
	□ 実施する　  　□ 実施しない

	医療的ケア児保育
	□ 実施する　  　□ 実施しない


※　実施の場合及び実施を予定している場合には、当該計画書を提出すること。

（２）運営に関する自己評価・外部評価等
	【自己評価の方法及び改善方法】





【外部評価の受審及び結果の公表】
〈外部評価の受審予定〉
　


〈受審結果の公表方法〉
　



【外部評価結果に基づく改善方法】










（３）食事等の提供等
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	食事の提供
	□ 提供する　　　　□ 提供しない

	
	□ 事業所内調理　　□ 外部搬入　　　□ 弁当持参

	おやつの提供
	□ 提供する（ □ 調理による提供　□ 市販品を提供 ）□ 提供しない

	責任者氏名等
	（職名） 　        　 （氏名）

	※委託による事業所内調理の場合は以下について記載すること。

	[bookmark: _Hlk229154092]委託業者名称
	

	委託業者の住所
	〒　　　　　－　　　　　


	※外部搬入の場合は以下について記載すること。

	搬入施設
（施設名称）
	□ 社会福祉施設  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 関連保育事業等　（　      　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 病院等医療機関等　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	搬入施設住所等
	〒　　　　－　　　　　

TEL　

	栄養士による配慮
	□ 事業所内　□ 保健所　□ 外搬先
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	献立の作成
	□ 事業所職員（ □栄養士　□調理師　□左記以外（　　　　　　　　））
□ 委託業者　　 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	アレルギー等への対応
	□ 対応する（ □ 代替食 □ 除去食） □ 対応しない

	食中毒の発生・
まん延防止措置などの
対応マニュアル
	□ 有　　　　 □ 無

	食育計画の作成
	□ 有　　　　 □ 無


※　委託による調理で食事を提供する場合は、委託先との契約書等を添付すること。
※　外部搬入により食事を提供する場合は、搬入施設との契約書等を添付すること。

（４）事故発生時の対応・再発防止等
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	連携する医療機関の設定
	     カ所　　 □ 一覧の作成済み 

	連携する医療機関名等
(代表医療機関)
	医療機関名：
□ 内科　　　 □ 歯科

	事故発生時の具体的
対応マニュアル
	□ 有　　　   □ 無

	事故原因の分析、改善策の作成方法及び職員への周知方法について
	


※　事故の発生及び再発防止等に関する指針を提出すること。
※　事故等が発生した際の管理者への報告体制が確認できる書類についても提出すること。



[bookmark: _Hlk229155467]（５）加入保険等
	損害賠償等保険
加入状況
	□　加入　　　　　　　□　未加入

	保険の種類
	□　賠償責任保険　　　□　傷害保険
□　その他（　　　　　　　　　）

	補償内容
	

	補償金額
	



（６）衛生管理等
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	食器等の
衛生管理方法
	（食事等を提供する場合のみ記載）

	飲用に供する水
	□ 上下水道　　□ 井戸水　　　　　□ その他（　　　　　　　）

	備えられている
医薬品
	□ 体温計　　　□ 水まくら類　　　□ 外用･消毒薬　　□ 絆創膏類　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	感染症等に関する
マニュアル
	□ 有　　　　　□ 無



（７）保護者との連携・連絡等
	保護者との連携内容
	□ 提供する支援の内容
□ 食事に関する事項　　□ その他（　            　　　　　　　）

	保護者への緊急時
連絡方法
	□ 緊急連絡先　　　　　□ 事業所のシステム上で通知
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　



（８）苦情・相談に係る体制等
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	苦情解決に係る体制整備
	□ 書面にて作成済み
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	苦情解決マニュアル
	□ 有　　　　□ 無

	改善結果の市への報告
	□ 有　　　　□ 無



（９）安全計画
	安全計画
	□ 独自に策定　　□ 併設する既存施設の安全計画に規定

	自動車の運行
	□ 実施有　　　　□ 実施無

	見落としを防止する
ための車内装置
	


※　自動車の運行による送迎を行う場合は、安全計画書内に自動車運行時の乳幼児の所在を確認する方法についても記載すること。
※　見落としを防止するための車内装置の設置場所が分かる写真等を添付すること。

（10）個人情報・秘密保持に関する措置
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	秘密保持に係る
研修の実施
	□ 実施する　　　□ 実施しない



６　事業所に備える帳簿
　　□ 既存施設と同じ（既存施設が尼崎市の認可等を受けており内容が重複する場合は、以下記載不要）
	財産関連
	□ 財産の状態を明らかにする帳簿等

	職員関連
	□ 職員名簿　　　　　　　□ 連絡先　　　　　□ 研修計画書
□ 資格証明書の写し　　　□ 採用年月日 　　 □ 研修記録
□ 労働に係る書類（雇用、解雇、災害補償、賃金など）

	乳幼児関連
	□ 乳幼児の氏名　　　    □ 保護者の氏名　　□ 乳幼児の生年月日
□ 連絡先　　　　　    　□ 全体的な計画　　□ 個別指導計画
□ 在籍記録　　　　　　　□ 支援記録　　　　□ 事故後の措置の記録
□ 相談・苦情内容の記録



令和　年（　年）　　月　　日
尼崎市長　あて
（申請者）　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　

（管理者）　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　

誓　約　書

下記の事項について誓約します。
なお、尼崎市長がこの誓約書の写し等を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、尼崎市長が警察署長に下記３、４及び７に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報について、乳児等通園支援事業の業務以外の業務において暴力団等を排除するために利用し、又は他の実施機関（尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年尼崎市条例第９号）第２条第１項に規定する実施機関をいう。）に提供することについて同意します。
記

１　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５４条の３において準用する第５２条第２項に規定する確認申請をすることができない者に該当しないこと。
２　尼崎市子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設の運営の基準等を定める条例（平成２６年尼崎市条例第３６号）第４条に定める基準を遵守すること。
３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号、以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第７号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当しないこと。
４　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１５第３項第４号に掲げる項目のいずれにも該当しないこと。
５　市長から役員等の氏名その他の上記３に掲げる事項を確認するために必要な情報の提供を求められたときは、速やかに、当該情報を市長に提供すること。
６　暴力団員等から当該乳児等通園支援事業所に対する権利行使の妨害その他の不当な要求を受けたときは、直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届出て、捜査に必要な協力を行うこと。
７　当該乳児等通園支援事業の運営について、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団及び暴力団員等の支配を受けてはならないこと。
８　当該乳児等通園支援事業所の設置者及びその長が暴力団員等に該当するに至ったことにより、尼崎市がその認可の取消しその他の措置を行っても、一切異議を申し立てないこと。

[bookmark: _Hlk229554201]
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